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◆ 知 的 財 産 ◆

知財全般
〔論説・解説〕

・知的財産権訴訟の現状と展望

定塚 誠・中吉徹郎 ２１ １１

・「知的財産の創造，保護及び活用に関する推進計

画」の概要 西田亮三 ２１ ３２

・「民事訴訟法等の一部を改正する法律」の概要

武智克典 ２１ ６３

・〈座談会〉知的財産法の改正の動向と課題

末吉 亙・鈴木將文・寺本振透・相澤英孝 ２３ ４

・日本知的財産仲裁センターの現況と将来－総合的

知財紛争解決サービス機関への発展－ 山崎順一 ２３ ３６

・知的財産戦略の１年の歩みと「知的財産推進計画

２００４」 西田亮三 ２４ ３６

・知的財産訴訟の現状と平成１６年４月からの新しい

制度 中吉徹郎 ２４ ４２

・知的財産高等裁判所設置法および裁判所法等の一

部を改正する法律の概要 滝口尚良・坂口智康 ２４ ５２

・地域振興のための知的財産に関する指標作成

久保浩三 ２４ ６９

・信託制度を用いた知的財産権の活用

新井 誠 ２５ ３５

・知的財産権の信託と企業集団における利害関係

寺本振透 ２５ ４８

・知的財産の経済的評価に関する諸問題 阿川素子 ２６ ３２

・学生の研究成果の取扱い―産学共同の技術開発に

参画した場合の問題点― 苗村博子・牟礼大介 ２６ ６５

・〈対談〉知的財産法曹養成の現状と展望

大渕哲也・末吉 亙 ２７ ４

・知財弁護士の将来展望―弁護士知財ネット発足に

あたり― 三尾美枝子 ２７ ５０

・〈知的財産シンポジウム パネルディスカッション〉

知的財産戦略において地域の弁護士に何が期待さ

れるか 坪田秀治・宗定 勇・山本貴史・

田中純人・後藤昌弘・末吉 亙 ２８ ４

・知的財産戦略２００４年度の成果と「知的財産推進計

画２００５」の概要 伊達雅巳 ２８ ２２

・〈座談会〉知的財産政策の将来

中村嘉秀・田中信義・岩倉正和・

相澤英孝・井上由里子 ２９ ４

・「戦略としての知財」仮処分と税関手続の有効活

用〔実務の視点〕 片山英二・廣瀬隆行 ２９ ５７

〔連載その他〕

・知財立国は時代の要請【高論高見】 荒井 寿光 ２１ １

・中国民法典編纂をめぐる論争の一齣【高論高見】

小口彦太 ２３ １

・知財立国と特許庁【高論高見】 小川 洋 ２６ １

・知的財産権立国の基盤と裾野【高論高

見】 中村 稔 ２７ １

・知財立国の推進力の一翼【高論高見】 篠原勝美 ２８ １

・知的財産戦略の動き―専門調査会における検討状

況【知的財産戦略本部報告】

内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２２１２２

・知的財産戦略の動き―動き出したわが国の知的財

産戦略―【知的財産戦略本部報告】

内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２３１１９

・「知的財産推進計画２００４」策定後の動向【知的財産

戦略本部報告】内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２５１４０

・日本ブランドの推進へ【知的財産戦略本部報告】

内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２６１１９

・魅力ある日本への知的財産政策【知的財産戦略本

部報告】 内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２７１４１

・知的財産に関する最近の取組み【知的財産戦略本

部報告】 内閣官房知的財産戦略推進事務局 ２９１１９

・「知的創造サイクル専門調査会」「デジタルコンテ

ンツ・ワーキンググループ」の開催【知的財産戦

略本部報告】 内閣官房知的財産戦略推進事務局 ３０１３４

・損害賠償額の高額化傾向【法律実務のための知的

財産法講義⑨】 小松陽一郎 ２１１３０

・特許権・商標権の侵害と損害額の算定【法律実務

のための知的財産法講義⑫】 高橋隆二 ２４１３６

・知的財産実務における専門性の確立―文系の知的

財産と理系の知的財産―【法律実務のための知的

財産法講義⑮】 水谷直樹 ２７１４４

・民事実体法に基づく検査請求権の意義を拡大した

ドイツ連邦通常最高裁判所判決【外国判例・文献

紹介】 服部 誠 ２２１２９

・韓国の特許法院と憲法裁判所【外国判例・文献紹

介】 長沢幸男・田中俊光 ２７１４７

・知的財産の価値評価について【行政情報】

経済産業省 ２１１１７

・産業構造審議会知的財産政策部会の小委員会設置

【行政情報】 経済産業省 ２２１０４

・知的財産ライセンス契約の保護に関する検討【行

政情報】 経済産業省 ２４１２０

・産業構造審議会新成長政策部会「経営・知的資産

小委員会」の設置および検討状況【行政情報】

経済産業省 ２８１２１

・経済産業審議会新成長政策部会「経営・知的資産

小委員会」中間報告書【行政情報】 経済産業省 ２９１０４

・最新の知的財産戦略～大学知的財産本部整備事業～

【行政情報】 文部科学省 ２１１１８

・厚生労働大臣認定TLO【行政情報】 厚生労働省 ２２１０５

・平成１５年度における制度改正の検討状況について

【行政情報】 特許庁 ２１１２５

・模倣品対策の現状と取組み【行政情報】 特許庁 ２２１１４

・知的財産戦略～早急に解決すべき課題について

【総合科学技術会議報告】 内閣府 ２２１２１

・知的財産戦略について～大学等の優れた知的財産
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の創造および活用をめざして【総合科学技術会議

報告】 内閣府 ２４１３５

・大学等における知的財産戦略【総合科学技術会議

報告】 内閣府 ２８１２６

・地方における「弁護士知財ネット」の役割―北海

道からの報告―【弁護士知財ネット活動報告―北

から南から】 馬杉栄一 ３０１２３

・通商交渉と知的財産制度【研究室ノート】

鈴木將文 ２１１４４

・見えない権利【研究室ノート】 君嶋祐子 ２２１４０

・知的財産法は技術とともに【研究室ノート】

上野達弘 ２５１４８

・知的財産法と隣接諸法の結びつき【研究室ノート】

愛知靖之 ２６１４０

・租税法研究者からみる知的財産【研究室ノート】

浅妻章如 ２７１５２

・経済学的分析と知的財産法【研究室ノート】

山神清和 ２９１２８

・裁判官の判断について【知的財産権アラカルト】

石田佳治 ２１１４２

・法科大学院か知財大学院か【知的財産権アラカル

ト】 石田佳治 ２２１３８

・契約，契約，契約【知的財産権アラカルト】

石田佳治 ２３１３１

特許・実用新案
〔論説・解説〕

・先端医療技術と特許 熊谷健一 ２１ ４

・特許権侵害訴訟の審理の迅速化について

飯村敏明 ２１ ２１

・特許ライセンスの保護と対抗要件制度のあり方

－公証制度の利用によるライセンス保護の試み－

飯島 歩 ２１ ３９

・実用新案制度の見直し 木村陽一 ２３ ６０

・新たな職務発明制度 木村陽一 ２４ ４

・〈座談会〉企業実務からみた新職務発明制度

江崎正啓・太田洋・西出義一・相澤英孝 ２５ ４

・医療方法と特許 相田義明・林いづみ ２５ １９

・ライセンサーの破産とライセンシーの事業の継続

飯田 聡 ２６ ２１

・秘密保持命令について―代理人の立場からの論点

整理― 末吉 亙 ２７ １９

〔連載その他〕

・職務発明に関する最新の動向と戦略【実務判例研

究】 長沢幸男 ２７１０４

・〈講演〉従業者発明制度の理論的基礎【実務判例研

究】 島並 良 ２７１１２

・特許製品のリサイクル品と特許権の消尽【法律実

務のための知的財産法講義⑯】 尾崎英男 ２８１２８

・プログラム等と間接侵害【法律実務のための知的

財産法講義⑱】 飯田秀郷 ３０１３８

・スクリーニング特許をめぐる米国裁判例－Bayer

AGv.Housey事件を中心に－【外国判例・文献

紹介】 本多広和 ２３１２６

・技術的範囲無効審判における被請求人の主張

と禁反言の原則【特許侵害訴訟の論点・争点⑨】

村林隆一 ２１１４３

・発明の要旨と技術的範囲【特許侵害訴訟の論点・

争点⑩】 村林隆一 ２２１３９

・技術的範囲の出発点に立って【特許侵害訴訟の論

点・争点⑪】 村林隆一 ２３１５５

・プロダクト・バイ・プロセス・クレームとその技

術的範囲【特許侵害訴訟の論点・争点⑫】

村林隆一 ２４１４３

・プロダクト・バイ・プロセス・クレームとその技

術的範囲（続）【特許侵害訴訟の論点・争点⑬】

村林隆一 ２５１４７

・特許法１０４条の３の追加【特許侵害訴訟の論点・

争点⑭】 村林隆一 ２６１３９

・特許法１０４条の３の追加（続）【特許侵害訴訟の

論点・争点⑮】 村林隆一 ２７１５１

・特許法１０４条の３の追加（続々）【特許侵害訴訟の

論点・争点⑯】 村林隆一 ２８１３５

・特許法１０４条の３の追加（続々々）【特許侵害訴訟

の論点・争点⑰】 村林隆一 ２９１２７

・特許法１０４条の３についての新しい見解【特許侵害

訴訟の論点・争点⑱】 村林隆一 ３０１５５

・特許審査迅速化法案今国会提出【行政情報】

特許庁 ２３１１６

・特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改

正する法律の概要【行政情報】 特許庁 ２４１２８

・新職務発明制度における手続事例集【行政情報】

特許庁 ２５１３４

・インターネット出願の概要【行政情報】 特許庁 ２９１１２

・職務発明訴訟と当事者の期待【研究室ノート】

島並 良 ２３１５６

・「機関帰属」と大学研究者の意識【研究室ノート】

平嶋竜太 ２４１４４

・「外」から見つめ直す【研究室ノート】 小島 立 ２８１３６

・星取り合戦の行方【研究室ノート】 田上麻衣子 ３０１５６

商標
〔論説・解説〕

・ライセンス契約違反の並行輸入と商標権侵害の有

無－最一小判平平１５・２・２７フレッドペリー並行輸

入事件 小松陽一郎 ２２ ４

・「商標法の一部を改正する法律」の概要 江幡奈歩 ２８ ３０

〔連載その他〕

・「商標法の一部を改正する法律案」今国会提出【行

政情報】 特許庁 ２７１３７

企業秘密・公正取引
〔論説・解説〕

・コナミに対する公正取引委員会の警告等について

―単独ライセンス拒絶の事例研究― 大久保直樹 ２６ ４５

・営業秘密の国外漏洩に対する刑事罰の意義―「遺

伝子スパイ事件」からの示唆－ 松井章浩 ２８ ５２

・平成１７年不正競争防止法の改正の概要―営業秘密
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の保護および模倣品・海賊版対策の強化―

経済産業省経済産業政策局知的財産政策室 ２９ ３０

・平成１７年独占禁止法改正について 原山康彦 ２９ ３４

・不正競争防止法における営業秘密侵害罪の意義，

機能，課題 島田聡一郎 ３０ １４

・独占禁止法改正に伴う政令・規則等の手続規定の

整備 伊永大輔・櫻井裕介 ３０ ３２

〔連載その他〕

・「営業秘密」における秘密情報の管理と帰属【法律

実務のための知的財産法講義⑭】 松村信夫 ２６１２４

・不正競争防止法の改正と実務上の留意点【法律実

務のための知的財産法講義⑰】 高橋 淳 ２９１２２

・大学における営業秘密管理指針作成のためのガイ

ドライン【行政情報】 経済産業省 ２３１０７

・外国公務員贈賄防止のための効果的な施策のあり

方～不正競争防止法の改正と外国公務員贈賄防止

指針～ 【行政情報】 経済産業省 ２５１２３

・産業構造審議会知的財産政策部会不正競争防止小

委員会の開催【行政情報】 経済産業省 ２６１１１

・産業構造審議会知的財産政策部会不正競争防止小

委員会報告書「不正競争防止法の見直しの方向性

について」の概要【行政情報】 経済産業省 ２７１２６

・営業秘密管理指針の改訂【行政情報】経済産業省 ３０１２５

著作権
〔論説・解説〕

・不法行為法によるタイプフェイスの保護―ゴナ書

体事件下級審判決の示す要件論を中心に－

宮脇正晴 ２２ ５３

・デジタル情報契約と著作権法の関係：序章的考察

潮海久雄 ２４ ２６

・薬事法上の義務と著作権法 相澤英孝 ２５ ５６

・著作権法の一部を改正する法律の概要 森下 平 ２６ ５３

・コンテンツ政策と海賊版対策

田村亮平・宇賀山在 ２６ ５８

・映像コンテンツのブロードバンドネットワークに

おける円滑な流通に向けて―総務省コンテンツ流

通促進室の取組みを中心に― 安東高徳 ３０ ４３

〔連載その他〕

・重大な局面【高論高見】 斉藤 博 ２２ １

・オープンソースソフトウェアと知的財産権【法律

実務のための知的財産法講義⑩】 水谷直樹 ２２１２５

・ソフトウェア開発契約等と著作権の処理【法律実

務のための知的財産法講義⑪】 椙山敬士 ２３１２２

・技術的中立性とP2Pソフト製作者の責任【法律実

務のための知的財産法講義⑬】 小川憲久 ２５１４３

・ファイル共有ソフトを製造・頒布している者の著

作権侵害責任を否定した米国カリフォルニア州中

部地区連邦地方裁判所判決（２００３年４月２５日）【外

国判例・文献紹介】 駒田泰土 ２１１３４

・P2Pファイル共有ソフトの頒布が著作権の寄与侵

害（contributoryinfringement）や代位責任

（vicariousliability）に該当しないとされた事例

―MGM Studios,Inc.v.Grokster,３８０F.３d１１５４

（９thCir.２００４）―【外国判例・文献紹介】

芹澤英明 ２６１２８

・P2Pファイル共有ソフトの宣伝行為を伴う頒布が

著作権の寄与侵害（contributoryinfringement）

に該当するとされた事例―MGM StudiosInc.v.

Grokster,１２５S.Ct.２７６４（２００５）－【外国判例・

文献紹介】 芹澤英明 ３０１４３

・「文化産業」保護としての著作権行政【行政情報】

文化庁 ２３１１６

・文化審議会著作権分科会開催 本年度の議論がス

タート【行政情報】 文化庁 ２５１３６

・文化審議会著作権分科会「著作権法に関する今後

の検討課題」を公表・検討開始【行政情報】

文化庁 ２７１３７

・文化審議会著作権分科会法制問題小委員会「文化

審議会著作権分科会法制問題小委員会審議の経過」

を公表【行政情報】 文化庁 ２９１１５

・「私的録音録画補償金の見直し」の検討結果につい

て～文化審議会著作権分科会法制問題小委員会

「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会報告

書」より【行政情報】 文化庁 ３０１３１

その他
・知的財産権に係る税関の取締りと関税定率法改正

の概要 山田清明 ２４ ６４

・知的財産権侵害物品等の水際取締りに関する平成

１７年関税定率法改正の概要 鶴巻嘉一 ２８ ３５

・「種苗法の一部を改正する法律」の概要 工藤哲郎 ２８ ４１

◆ 科 学 技 術 ・ 医 療 ◆

〔論説・解説〕

・先端医療技術の法的問題の現状と将来

許 功 ２３ ４５

・ヒト胚の取扱いに関する基本的な考え方

新井知彦・外山千也 ２５ ６２

〔連載その他〕

・研究者の志【高論高見】 金森順次郎 ２４ １

・２１世紀の日本国の姿【高論高見】 黒川 清 ２５ １

・新産業創造戦略【行政情報】 経済産業省 ２５１２７

・平成１６年度ナノテクノロジー・材料関係政府予算

案【行政情報】 文部科学省 ２３１０８

・臨床研究に関する倫理指針について【行政情報】

厚生労働省 ２１１２０

・独立行政法人医薬基盤研究所法案【行政情報】

厚生労働省 ２３１０９

・医薬品医療機器総合機構の設立【行政情報】

厚生労働省 ２４１２１

・平成１７年度科学技術関係予算概算要求【行政情報】

厚生労働省 ２５１２９

・医学研究に係る個人情報の保護【行政情報】

厚生労働省 ２６１１２

・独立行政法人医薬基盤研究所の設立【行政情報】

厚生労働省 ２７１２８

iii
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iv

・今後の中長期的な厚生労働科学研究のあり方【行

政情報】 厚生労働省 ２８１２２

・平成１８年度科学技術関係予算概算要求【行政情報】

厚生労働省 ２９１０６

・農林水産技術情報協会を技術移転事業者（TLO）

に認定【行政情報】 農林水産省 ２１１２１

・イネゲノム塩基配列の解読終了と今後の展開方向

【行政情報】 農林水産省 ２２１０７

・バイオテクノロジー等先端産業技術関連予算【行

政情報】 農林水産省 ２３１１１

・第１種使用規程承認組換え作物栽培実験指針【行

政情報】 農林水産省 ２４１２５

・進む産学官連携の取組み【行政情報】農林水産省 ２５１３０

・イネゲノム塩基配列の完全解読達成【行政情報】

農林水産省 ２６１１３

・農林水産省知的財産関連予算案の概要【行政情報】

農林水産省 ２７１２９

・農林水産研究基本計画【行政情報】 農林水産省 ２９１０７

・競争的研究資金制度の評価【総合科学技術会議報

告】 内閣府 ２１１２９

・平成１６年度の科学技術関係予算案【総合科学技術

会議報告】 内閣府 ２３１１８

・わが国における宇宙開発利用の基本戦略【総合科

学技術会議報告】 内閣府 ２５１３８

・科学技術関係大臣会合【総合科学技術会議報告】

内閣府 ２６１１８

・平成１６年度科学技術振興調整費による緊急研究開

発等の指定【総合科学技術会議報告】 内閣府 ２７１３９

・第４回産学官連携推進会議の開催【総合科学技術

会議報告】 内閣府 ２９１１８

・第５回産学官連携サミットの開催【総合科学技術

会議報告】 内閣府 ３０１３３

・国立大学等との研究契約―特に成果の帰属につい

て【医薬品法務・バイオ法務最先端】 飯田信次 ２１１３９

・臨床研究をめぐる法と倫理【医薬品法務・バイオ

法務最先端】 飯田信次 ２２１３５

・治験における被験者保護【医薬品法務・バイオ法

務最先端】 飯田信次 ２４１４０

・医薬品企業の個人情報保護法対応【医薬品法務・

バイオ法務最先端】 飯田信次 ２６１３６

・医薬品企業の個人情報保護法対応（その２）【医

薬品法務・バイオ法務最先端】 飯田信次 ２８１３２

・臨床試験情報の登録・結果公表システムの創設

【医薬品法務・バイオ法務最先端】 飯田信次 ３０１５０

◆ 環 境 ◆

〔論説・解説〕

・京都議定書発効の意義 久保田泉 ２７ ４２

・環境損害に対する責任―EU指令を中心として―

大塚 直 ３０ ２４

〔連載その他〕

・アスベスト被害者救済制度【高論高見】森島昭夫 ３０ １

・「環境技術実証モデル事業」について【行政情報】

環境省 ２２１１１

・京都議定書の約束の確実な達成に向けて【行政情

報】 環境省 ２７１３３

・平成１７年度環境保全研究発表会【行政情報】

環境省 ３０１２９

◆ IT・情 報 ◆

〔論説・解説〕

・公的個人認証サービス制度の概要上 猿渡知之 ２１ ５３

・JPドメイン名紛争処理の現況 菊池 武 ２２ １４

・プロバイダ責任制限法施行後の状況上 町村泰貴 ２２ ３０

・公的個人認証サービス制度の概要下 猿渡知之 ２２ ３９

・UDRPに基づくドメイン名紛争処理の最近の動向

―UDRP裁定事例の調査研究方法 久保次三 ２３ ２７

・プロバイダ責任制限法施行後の状況下 町村泰貴 ２３ ５４

・「e‐Japan重点計画―２００４」の概要

中田貴久 ２５ ７３

・サイバー犯罪条約に関連した刑法改正案

山口 厚 ２６ ４

・コンピュータ犯罪と新たな捜査手法の導入

長沼範良 ２６ １２

・電子商取引等に関する準則の取組み

稲益みつこ・巻健太・土井悦生・

森 亮二・ECOMドラフト検討会議事務局 ２７ ６１

・電子政府施策の概要―推進状況と今後の課題―

七條浩二 ２７ ７０

・特定電子メール法改正の概要と迷惑メール対策の

取組み 大磯 一 ２９ ４３

・「プロバイダ責任制限法商標権関係ガイドライン」

の概要 桑子博行 ２９ ５０

・電子債権構想の具体化と立法への展望 池田真朗 ３０ ４

〔連載その他〕

・現代社会における情報をめぐる裁判例【９】

升田 純 ２１１１１

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１０】

升田 純 ２２ ９９

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１１】

升田 純 ２３１０２

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１２】

升田 純 ２４１１６

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１３】

升田 純 ２５１１９

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１４】

升田 純 ２６１０６

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１５】

升田 純 ２７１２０

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１６】

升田 純 ２８１１６

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１７】

升田 純 ２９ ９７

・現代社会における情報をめぐる裁判例【１８】

升田 純 ３０１１８

・「新不動産登記法」の概要【行政情報】 法務省 ２５１２５

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７
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Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７

・民事訴訟手続等のオンライン化の許容【行政情報】

法務省 ２７１２５

・アジア・ブロードバンド計画【行政情報】総務省 ２１１２２

・文化遺産オンライン構想【行政情報】 総務省 ２２１０９

・改正「電気通信事業法」の概要～電気通信事業分

野における新たな制度の枠組み【行政情報】

総務省 ２３１１４

・「ユビキタスネットワーク時代における電子タグ

の高度利活用に関する調査研究会」最終報告【行

政情報】 総務省 ２４１２６

・電波開放戦略の推進に向けた取組み～改正電波法

等の概要～【行政情報】 総務省 ２５１３１

・「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」

の概要【行政情報】 総務省 ２６１１５

・「電気通信事業における個人情報保護に関するガイ

ドライン」の改訂【行政情報】 総務省 ２７１３１

・u‐Japan政策の概要【行政情報】 総務省 ２８１２４

・次世代ブロードバンド構想２０１０【行政情報】

総務省 ２９１０９

・「障害者のIT利活用支援の在り方に関する研究会」

報告書の公表【行政情報】 総務省 ３０１２８

・組版データの管理処分権とその法的諸問題

編集部 ２３１３２

◆ そ の 他 ◆

〔論説・解説〕

・企業倫理と技術―専門家の責任―

小野秀誠 ２７ ２６

・日本版LLP制度の創設―人的資産を活かす共同

事業の新組織― 石井芳明 ２８ ４５

〔連載その他〕

・裁判所と会社【高論高見】 新堂幸司 ２９ １

・新「会社法」の成立【行政情報】 法務省 ２９１０２

v
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vi

・最二小判平１１・１０・２２（平成１０年（行ヒ）第４３号）

特・薬 【重要判例解説〔解説・髙部眞規子〕】２１ ７５

・最一小決１２・３・１０（平成１１年（許）第２０号）民訴

【重要判例解説〔解説・長沢幸男〕】２１ ８３

・最二小判平１５・４・１１（平成１３年（受）第２１６号）

著 【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】２２ ６５

・東京高判平１５・４・１４（平成１４年（行ケ）第３７４号）

意 【最新判例紹介】２１ ９０

・大阪地判平１５・４・１５（平成１４年ワ第４５７号）意・競

【最新判例紹介】２１ ９８

・東京地判平１５・４・１６（平成１３年ワ第１５７１９号）特

【最新判例紹介】２１ ９８

・東京高判平１５・４・２１（平成１４年（行ケ）第２２２号，

第２２３号）標 【最新判例紹介】２１ ９０

・最三小判平１５・４・２２（平成１３年（受）第１２５６号）

特・民 【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】２１ ６８

・大阪地判平１５・４・２２（平成１４年ワ第３３０９号）標

【最新判例紹介】２１ ９９

・大阪地判平１５・５・１（平成１２年ワ第５１２０号，

第８６４６号）標・競 【最新判例紹介】２１１００

・東京高判平１５・５・２１（平成１４年（行ケ）第２８５号）

標 【最新判例紹介】２１ ９０

・東京高判平１５・５・２２（平成１４年（行ケ）第１３８号）

特 【最新判例紹介】２１ ９１

・東京高判平１５・５・２２（平成１４年（行ケ）第５５５号）

標 【最新判例紹介】２１ ９２

・大阪高判平１５・５・２７（平成１５年ネ第３２０号）特

【最新判例紹介】２１ ９３

・東京高判平１５・５・２８（平成１２年ネ第４７５９号）著

【最新判例紹介】２１ ９３

・東京高判平１５・５・２８（平成１４年ネ第６３９２号，平成

１５年ネ第１３３９号）競 【最新判例紹介】２１ ９４

・東京地判平１５・５・２８（平成１４年ワ第６８９５号）標

【最新判例紹介】２１１００

・東京地決平１５・６・１１（平成１５年ヨ第２２０３１号）著

【最新判例紹介】２１１０１

・東京高判平１５・６・１７（平成１４年（行ケ）第３２２号）

特 【最新判例紹介】２１ ９４

・東京地判平１５・６・１７（平成１４年ワ第４２５１号）特

【最新判例紹介】２１１０３

特 特許法 実 実用新案法

標 商標法 意 意匠法

競 不正競争防止法 著 著作権

民 民法 薬 薬事法

民訴 民事訴訟法 商 商法

国賠 国家賠償法 知基 知的財産基本法

苗 種苗法 仲 仲裁法

行服 行政不服審査法 行訴 行政事件訴訟法

・静岡地判平１５・６・１７（平成１２年ワ第８１号）国賠・特

【判決速報】２１１０９

・東京高判平１５・６・１９（平成１４年（行ケ）第１６８号）

標 【最新判例紹介】２１ ９５

・大阪地判平１５・６・２４（平成１４年ワ第７７４３号）特

【最新判例紹介】２１１０４

・東京地判平１５・６・２７（平成１４年ワ第１０５２２号）標

【最新判例紹介】２１１０５

・東京地判平１５・６・２７（平成１４年ワ第１９７１４号）競

【最新判例紹介】２１１０６

・東京地判平１５・６・３０（平成１５年ワ第３３９６号）標

【最新判例紹介】２１１０７

・東京地判平１５・６・３０（平成１４年ワ第２４７３号）特

【最新判例紹介】２２ ８４

・東京地判平１５・７・９（平成１５年ワ第１２８号）競

【最新判例紹介】２２ ８５

・東京高判平１５・７・１５（平成１５年（行ケ）第１８３号）

標 【最新判例紹介】２１ ９５

・大阪高判平１５・７・１５（平成１４年ネ第１７６３号）著

【最新判例紹介】２２ ７２

・東京高判平１５・７・１６（平成１４年ネ第１５５５号）標

【最新判例紹介】２２ ７３

・東京高判平１５・７・１７（平成１３年（行ケ）第５３５号）

特 【最新判例紹介】２１ ９６

・大阪地判平１５・７・１７（平成１４年ワ第４５６５号）特

【最新判例紹介】２２ ８６

・東京高判平１５・７・１８（平成１４年ネ第３１３６号,

第５０４２号）著 【最新判例紹介】２２ ７３

・東京高判平１５・７・１８（平成１４年ネ第４１９３号）特

【最新判例紹介】２２ ７４

・東京地判平１５・７・１８（平成１４年ワ第２７９１０号）著

【最新判例紹介】２２ ８６

・大阪地判平１５・７・２４（平成１４年ワ第３１６２号）競

【最新判例紹介】２２ ８７

・大阪地判平１５・７・２４（平成１４年ワ第６２０５号）特

【最新判例紹介】２２ ８７

・東京地判平１５・７・２５（平成１４年ワ第２１０５１号）

実・国賠 【最新判例紹介】２２ ８８

・大阪高判平１５・７・２９（平成１５年ネ第６８号）競

【最新判例紹介】２２ ７５

・東京高判平１５・７・３１（平成１４年（行ケ）第５０７号）

標 【最新判例紹介】２１ ９６

・大阪高判平１５・７・３１（平成１４年ネ第５０５号）特

【最新判例紹介】２２ ７５

・東京高判平１５・８・７（平成１５年（行ケ）第９９号）

標 【最新判例紹介】２１ ９７

・東京高判平１５・８・２６（平成１４年ネ第５０７７号）特

【最新判例紹介】２２ ７６

・東京地判平１５・８・２８（平成１１年ワ第１８３８０号）特

【最新判例紹介】２２ ８９

・東京地判平１５・８・２８（平成１４年ワ第１５７４号）特

【最新判例紹介】２２ ９０

・東京地判平１５・８・２８（平成１５年（行ウ）第３３号）

特・行服 【最新判例紹介】２２ ９０

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７

重要判例解説・知財高裁詳報

最新判例紹介・判例研究
（ 年 月 日 順 ）
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・大阪地判平１５・８・２８（平成１４年ワ第４２７６号）特

【最新判例紹介】２２ ９２

・大阪地判平１５・８・２８（平成１５年ワ第１１０５号）競

【最新判例紹介】２２ ９２

・東京高判平１５・８・２９（平成１４年（行ケ）第５８１号）

標 【最新判例紹介】２２ ７６

・東京地判平１５・８・２９（平成１４年ワ第１６６３５号）特

【最新判例紹介】２２ ９３

・東京地判平１５・８・２９（平成１５年ワ第１５２１号）標

【最新判例紹介】２２ ９３

・東京高判平１５・９・３（平成１５年（行ケ）第６５号，

第６６号）特 【最新判例紹介】２２ ７６

・大阪地判平１５・９・１１（平成１３年ワ第１２７５７号）実

【最新判例紹介】２２ ９４

・大阪地判平１５・９・１１（平成１４年ワ第３６９４号）特

【最新判例紹介】２２ ９４

・東京高判平１５・９・２２（平成１５年ネ第２７７号）

実・商・民訴 【最新判例紹介】２２ ７７

・東京高判平１５・９・２５（平成１５年ネ第１１０７号）著

【最新判例紹介】２２ ７８

・東京地判平１５・９・２６（平成１５年ワ第１４１２８号）

特・民 【最新判例紹介】２２ ９５

・東京高判平１５・９・２９（平成１４年（行ケ）第３７０号，

第４０２号，第５５１号）標 【最新判例紹介】２２ ７８

・東京高判平１５・９・３０（平成１４年（行ケ）第９９号）

特 【最新判例紹介】２２ ８０

・東京地判平１５・９・３０（平成１５年ワ第１５８９０号）

競・著 【最新判例紹介】２２ ９５

・大阪地判平１５・９・３０（平成１４年ワ第１０１８号）標

【最新判例紹介】２２ ９６

・東京高判平１５・１０・６（平成１４年（行ケ）第１６９号）

標 【最新判例紹介】２３ ７４

・東京高判平１５・１０・７（平成１５年（行ケ）第８３号）

標 【最新判例紹介】２２ ８０

・東京高判平１５・１０・１５（平成１５年（行ケ）第６４号）

標 【最新判例紹介】２３ ７５

・東京高判平１５・１０・１６（平成１３年（行ケ）第３５６号）

特 【最新判例紹介】２２ ８１

・東京高判平１５・１０・１６（平成１５年（行ケ）第３４９号）

標 【最新判例紹介】２２ ８２

・東京地判平１５・１０・１６（平成１４年ワ第１９４３号）

競・特・民訴 【判例詳報】２３ ９７

・東京地判平１５・１０・１６（平成１４年ワ第１９４３号）

競・特・民訴 【判例研究〔解説・樋爪誠〕】２４ ７７

・東京地判平１５・１０・２２（平成１５年ワ第３１８８号）著

【最新判例紹介】２２ ９７

・大阪地判平１５・１０・２３（平成１４年ワ第８８４８号）

著・商 【最新判例紹介】２３ ８２

・東京高判平１５・１０・２８（平成１５年（行ケ）第１２１号）

標 【最新判例紹介】２２ ８２

・東京高判平１５・１０・２９（平成１２年ネ第３７８０号，

第３７８１号，第３８１０号）競 【最新判例紹介】２３ ７６

・東京高判平１５・１０・２９（平成１２年ネ第３８１１号，

第３８１２号，第３８７４号）競 【最新判例紹介】２３ ７６

・東京高判平１５・１０・２９（平成１５年（行ケ）第２４８号）

標 【最新判例紹介】２３ ７６

・大阪地判平１５・１０・３０（平成１４年ワ第１９８９号，

第６３１２号）著 【最新判例紹介】２３ ８３

・最二小判平１５・１０・３１（平成１４年（行ヒ）第２００号）

特・民訴 【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】２３ ６８

・最二小判平１５・１０・３１（平成１４年（行ヒ）第２００号）

特・民訴 【最新判例紹介】２２ ７２

・東京地判平１５・１０・３１（平成１４年ワ第２６８２８号）

意・競 【最新判例紹介】２３ ８４

・東京地決平１５・１１・１１（平成１４年ヨ第２２１５５号）競

【最新判例紹介】２３ ８４

・東京地判平１５・１１・１３（平成１４年ワ第２１０５１号（終局

判決））競 【最新判例紹介】２３ ８６

・大阪地判平１５・１１・１３（平成１４年ワ第１１１５０号）意

【最新判例紹介】２３ ８８

・東京高判平１５・１１・１８（平成１５年（行ケ）第２１８号）

特 【最新判例紹介】２２ ８３

・東京高判平１５・１１・２０（平成１４年（行ケ）第５１４号，

第５１５号）標 【最新判例紹介】２３ ７７

・東京地判平１５・１１・２６（平成１３年ワ第２０９２９号）実

【最新判例紹介】２３ ８８

・東京高判平１５・１１・２７（平成１５年（行ケ）第４２号）

標 【最新判例紹介】２２ ８３

・大阪高判平１５・１１・２７（平成１５年ネ第５１４号）特

【最新判例紹介】２３ ７８

・大阪地判平１５・１１・２７（平成１４年ワ第５３２３号）特

【最新判例紹介】２３ ８９

・東京地判平１５・１１・２８（平成１４年ワ第２３２１４号）著

【最新判例紹介】２３ ９０

・東京高判平１５・１２・１６（平成１５年（行ケ）第１９９号，

第２００号，第２０１号，第２０２号）標【最新判例紹介】２３ ７８

・東京地判平１５・１２・１７（平成１４年ワ第４２３７号（中

間判決））著 【最新判例紹介】２３ ９０

・東京高判平１５・１２・１８（平成１４年（行ケ）第１１４号，

平成１５年（行ケ）第１１９号）特 【最新判例紹介】２３ ７９

・大阪高判平１５・１２・１８（平成１５年ネ第７９７号）特

【最新判例紹介】２３ ７９

・東京地判平１５・１２・１８（平成１４年ワ第２８２４２号）標

【最新判例紹介】２３ ９１

・大阪地判平１５・１２・１８（平成１４年ワ第８２７７号）著

【最新判例紹介】２３ ９２

・東京地判平１５・１２・１９（平成１３年ワ第３８５１号）著

【最新判例紹介】２３ ９４

・東京地判平１５・１２・１９（平成１４年ワ第６７０９号）著

【最新判例紹介】２３ ９４

・東京高判平１５・１２・２６（平成１５年（行ケ）第１０４号）

特 【最新判例紹介】２３ ８０

・東京地判平１５・１２・２６（平成８年ワ第１４０２６号（終

局判決））標 【最新判例紹介】２３ ９３

・東京地判平１５・１２・２６（平成１０年ワ第１６２６２号）

競 【最新判例紹介】２３ ９３

・東京地判平１５・１２・２６（平成１５年ワ第８３５６号）著

【最新判例紹介】２３ ９５

vii
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・大阪地判平１６・１・１５（平成１４年ワ第１９１９号，

第２５２６号，第３４３７号，第８５３７号，第１０９０９号（中

間判決））著・標 【最新判例紹介】２４ ９３

・大阪地判平１６・１・１５（平成１４年ワ第１２４１０号）特

【最新判例紹介】２４ ９４

・東京地判平１６・１・１９（平成１４年ワ第２０６１０号）競

【最新判例紹介】２４ ９４

・東京地判平１６・１・２０（平成１４年ワ第１６７３９号）特

【最新判例紹介】２４ ９４

・大阪地判平１６・１・２０（平成１５年ワ第６２５６号）特

【最新判例紹介】２４ ９５

・東京地判平１６・１・２３（平成１４年ワ第２３３２９号）特

【最新判例紹介】２４ ９６

・東京地判平１６・１・２８（平成１４年ワ第１８６２８号）

競・標・著 【最新判例紹介】２３ ９５

・東京高判平１６・１・２８（平成１５年（行ケ）第２０８号）

特 【最新判例紹介】２４ ８６

・東京高判平１６・１・２９（平成１４年ネ第６４５１号）特

【最新判例紹介】２３ ８０

・東京高判平１６・１・３０（平成１５年ネ第２０８８号）著

【最新判例紹介】２４ ８７

・東京高判平１６・１・３０（平成１５年（行ケ）第１１６号）

特・民訴 【最新判例紹介】２４ ８７

・東京地判平１６・１・３０（平成１３年ワ第１７７７２号（終

局判決））特 【判例詳報】２４１１１

・大阪地判平１６・２・５（平成１３年ワ第８４８５号）

競・民訴 【最新判例紹介】２４ ９６

・大阪高判平１６・２・６（平成１５年ネ第２１１５号）特

【最新判例紹介】２４ ８８

・大阪地判平１６・２・１０（平成１１年ワ第３０１２号）特

【最新判例紹介】２４ ９７

・東京高判平１６・２・１２（平成１４年（行ケ）第６５２号）

特 【最新判例紹介】２３ ８１

・大阪地判平１６・２・１２（平成１４年ワ第１３１９４号）著

【最新判例紹介】２４ ９８

・最二小判平１６・２・１３（平成１３年（受）第８６６号，

第８６７号）民・知基 【最新判例紹介】２３ ７４

・大阪地判平１６・２・１９（平成１５年ワ第７２０８号，

第７９９３号）競・商 【最新判例紹介】２４ ９８

・東京地判平１６・２・２４（平成１４年ワ第２０５２１号）特

【最新判例紹介】２４ ９９

・東京高判平１６・２・２５（平成１５年（行ケ）第３７１号）

標 【最新判例紹介】２３ ８１

・東京高判平１６・２・２５（平成１５年ネ第１２４１号）

著・民訴 【最新判例紹介】２４ ８８

・東京高判平１６・２・２７（平成１５年ネ第１２２３号）特

【最新判例紹介】２４ ８９

・東京地判平１６・３・４（平成１３年ワ第４０４４号）標

【最新判例紹介】２４１００

・東京地判平１６・３・５（平成１５年ワ第６７４２号）実

【最新判例紹介】２４１００

・東京地判平１６・３・５（平成１５年ワ第１９００２号）競

【最新判例紹介】２４１０１

・東京地判平１６・３・１１（平成１３年ワ第２１１８７号）競

【最新判例紹介】２４１０１

・東京地判平１６・３・１１（平成１５年ワ第１５５２６号）著

【最新判例紹介】２４１０２

・大阪地判平１６・３・１１（平成１４年ワ第６８４５号）民

【最新判例紹介】２４１０３

・東京地判平１６・３・１５（平成１４年ワ第２０８１２号）競

【最新判例紹介】２４１０４

・東京地判平１６・３・１６（平成１４年ワ第１５９２６号）特

【最新判例紹介】２４１０５

・大阪高判平１６・３・１７（平成１５年ネ第３４８８号）特

【最新判例紹介】２４ ８９

・東京地判平１６・３・１９（平成１４年ワ第１４６５０号，

第１９６６５号，第１９２３６号）著 【最新判例紹介】２４１０５

・東京高判平１６・３・２３（平成１５年（行ケ）第４３号）

特 【最新判例紹介】２４ ９０

・東京地判平１６・３・２４（平成１４年ワ第２８０３５号）著

【最新判例紹介】２４１０６

・大阪地判平１６・３・２５（平成１２年ワ第５２３８号）特

【最新判例紹介】２４１０７

・東京高判平１６・３・２９（平成１５年（行ケ）第４９９号）

標 【最新判例紹介】２４ ９０

・東京地判平１６・３・３０（平成１４年ワ第２６１７８号）著・民

【最新判例紹介】２４１０８

・東京地判平１６・３・３０（平成１５年ワ第２８５号）著

【最新判例紹介】２４１０８

・東京地判平１６・３・３０（平成１５年ワ第２３１６４号）競

【最新判例紹介】２４１０９

・東京高判平１６・３・３１（平成１４年ネ第５７１８号）競

【最新判例紹介】２４ ９１

・東京高判平１６・３・３１（平成１６年ネ第３９号）著

【最新判例紹介】２４ ９１

・東京高判平１６・３・３１（平成１５年（行ケ）第３５８号）

意 【最新判例紹介】２５ ８３

・東京地判平１６・３・３１（平成１５年ワ第８１８０号）

競・実 【最新判例紹介】２５ ９４

・最一小決１６・４・８（平成１５年（許）第４４号）

民訴・競 【重要判例解説〔解説・森義之〕】２５ ８０

・最一小決１６・４・８（平成１５年（許）第４４号）

民訴・競 【最新判例紹介】２４ ８６

・大阪地判平１６・４・１２（平成１５年ワ第６０８号）特

【最新判例紹介】２５ ９５

・東京地判平１６・４・１３（平成１５年ワ第１０７２１号）競

【最新判例紹介】２５ ９６

・東京高判平１６・４・２０（平成１４年（行ケ）第５３３号）

特 【最新判例紹介】２４ ９２

・大阪地判平１６・４・２０（平成１４年ワ第１３５６９号，

平成１５年ワ第２２２６号）標 【最新判例紹介】２５ ９６

・大阪地判平１６・４・２２（平成１５年ワ第１０６７８号）標

【最新判例紹介】２５ ９７

・東京地判平１６・４・２３（平成１４年ワ第６０３５号）特

【最新判例紹介】２５ ９８

・東京地判平１６・４・２３（平成１５年ワ第９２１５号）特

【最新判例紹介】２５ ９８

・東京高判平１６・４・２７（平成１５年ネ第４８６７号）特

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７
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【最新判例紹介】２５ ８４

・大阪地判平１６・４・２７（平成１５年ワ第８６０号）特

【最新判例紹介】２５ ９９

・大阪地判平１６・４・２７（平成１５年ワ第６２５５号）著

【最新判例紹介】２５１００

・大阪高判平１６・４・２８（平成１５年ネ第３６５６号，

第３６５７号）特 【最新判例紹介】２５ ８５

・東京高判平１６・５・１１（平成１４年（行ケ）第２１４号）

特 【最新判例紹介】２４ ９２

・東京高判平１６・５・１１（平成１５年（行ケ）第５４７号）

標 【最新判例紹介】２５ ８５

・大阪地判平１６・５・１３（平成１５年ワ第２５５２号）著

【最新判例紹介】２５１０２

・東京地判平１６・５・１４（平成１３年ワ第１２９３３号）特

【最新判例紹介】２５１０３

・大阪地判平１６・５・２０（平成１４年ワ第３０３０号，平

成１５年ワ第２３０号）競 【最新判例紹介】２５１０４

・大阪地判平１６・５・２０（平成１４年ワ第４４８０号）特

【最新判例紹介】２５１０５

・東京地判平１６・５・２１（平成１３年ワ第８５９２号）著

【最新判例紹介】２５１０６

・東京地判平１６・５・２１（平成１３年ワ第２０７４５号，

第２０７４７号）著 【最新判例紹介】２５１０７

・東京地判平１６・５・２４（平成１６年ワ第６５１６号）標

【最新判例紹介】２５１０８

・東京高判平１６・５・２７（平成１６年（行ケ）第３３号）

標 【最新判例紹介】２５ ８６

・大阪地判平１６・５・２７（平成１４年ワ第６１７８号）特

【最新判例紹介】２５１０８

・大阪高判平１６・５・２８（平成１４年ネ第１６９３号，

第３６４９号）特 【最新判例紹介】２５ ８７

・東京地判平１６・５・２８（平成１４年ワ第１５５７０号）著

【最新判例紹介】２５１０９

・東京地判平１６・５・２８（平成１５年ワ第１００１６号）競

【最新判例紹介】２５１１０

・東京高判平１６・５・３１（平成１５年（行ケ）第３６９号）

標 【最新判例紹介】２５ ８７

・東京高判平１６・５・３１（平成１５年ネ第６１１７号）意

【最新判例紹介】２５ ８８

・東京高判平１６・５・３１（平成１５年ネ第１１１８号，平

成１５年（行ケ）第１７５号，第４８９号）特

【最新判例紹介】２５ ８８

・東京地判平１６・５・３１（平成１４年ワ第２６８３２号）著

【最新判例紹介】２５１１０

・大阪地判平１６・６・１（平成１４年ワ第８３３７号）競

【最新判例紹介】２５１１１

・東京地判平１６・６・４（平成１４年ワ第１７５７７号）意

【最新判例紹介】２５１１２

・最三小判平１６・６・８（平成１５年（行ヒ）第２６５号）

標 【最新判例紹介】２５ ８３

・最三小判平１６・６・８（平成１５年（行ヒ）第２６５号）

標 【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】２６ ７３

・東京地判平１６・６・１１（平成１５年ワ第１１８８９号）著

【最新判例紹介】２５１１３

・東京地判平１６・６・１８（平成１４年ワ第１５９３８号）著

【最新判例紹介】２５１１４

・東京高判平１６・６・２３（平成１５年ネ第５７５２号）特

【最新判例紹介】２５ ８９

・東京地判平１６・６・２３（平成１５年ワ第２９４８８号）標

【最新判例紹介】２５１１６

・東京地判平１６・６・２３（平成１４年ワ第２８６４３号）競

【最新判例紹介】２６ ９０

・東京高判平１６・６・２４（平成１５年（行ケ）第１６３号）

特 【最新判例紹介】２５ ８９

・大阪地判平１６・６・２４（平成１５年ワ第４２８５号）特

【最新判例紹介】２５１１７

・大阪地判平１６・６・２４（平成１５年ワ第４２８７号）特

【最新判例紹介】２５１１７

・東京地判平１６・６・２５（平成１６年ワ第４３３２号）競

【最新判例紹介】２５１１７

・東京高判平１６・６・２８（平成１３年（行ケ）第１４７号）

特 【最新判例紹介】２５ ９０

・東京地判平１６・７・１（平成１５年ワ第１９４３５号）競

【最新判例紹介】２５１１８

・東京地判平１６・７・２（平成１５年ワ第２７４３４号）競

【最新判例紹介】２６ ９１

・大阪地判平１６・７・８（平成１１年ワ第１８０８号）実

【最新判例紹介】２６ ９１

・大阪地判平１６・７・１５（平成１４年ワ第８７６５号）意

【最新判例紹介】２６ ９２

・大阪地判平１６・７・１５（平成１５年ワ第１１５１２号）競

【最新判例紹介】２６ ９２

・大阪高判平１６・７・１６（平成１５年ネ第２２３５号）特

【最新判例紹介】２５ ９１

・東京地判平１６・７・２３（平成１４年ワ第２２５９４号，

平成１５年ワ第２５０６８号）特 【最新判例紹介】２６ ９３

・東京高判平１６・７・２６（平成１５年（行ケ）第４５６号）

標 【最新判例紹介】２５ ９１

・大阪地判平１６・７・２６（平成１４年ワ第１３５２７号）特

【最新判例紹介】２６ ９４

・東京高判平１６・７・２８（平成１５年ネ第４９２０号）特

【最新判例紹介】２５ ９２

・東京地判平１６・７・２８（平成１５年ワ第２９３７６号）競

【最新判例紹介】２６ ９４

・東京高判平１６・７・２９（平成１５年（行ケ）第３６０号）

特 【最新判例紹介】２６ ７９

・大阪地判平１６・７・２９（平成１３年ワ第３９９７号）実

【最新判例紹介】２６ ９５

・東京高判平１６・８・９（平成１６年（行ケ）第５６号）

標・行訴 【最新判例紹介】２６ ７９

・東京地判平１６・８・１７（平成１６年ワ第９２０８号）特

【最新判例紹介】２６ ９６

・東京高判平１６・８・２４（平成１３年（行ケ）第３９２号）

特 【最新判例紹介】２５ ９３

・東京高判平１６・８・３１（平成１５年ネ第８９９号）標

【最新判例紹介】２５ ９３

・東京高判平１６・８・３１（平成１６年（行ケ）第１３９号）

特 【最新判例紹介】２６ ８０

ix
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・東京地判平１６・８・３１（平成１５年ワ第１８８３０号，

第２４７９８号）特・競 【最新判例紹介】２６ ９６

・東京高判平１６・９・６（平成１５年（行ケ）第３２５号）

特 【最新判例紹介】２６ ８０

・東京高判平１６・９・６（平成１５年（行ケ）第４６２号）

特 【最新判例紹介】２６ ８１

・東京高判平１６・９・６（平成１５年（行ケ）第５６４号）

標 【最新判例紹介】２６ ８２

・大阪地判平１６・９・６（平成１５年ワ第１０８８２号）特

【最新判例紹介】２６ ９７

・東京高判平１６・９・８（平成１５年（行ケ）第２７号）

特 【最新判例紹介】２６ ８２

・大阪地判平１６・９・１３（平成１５年ワ第８５０１号の２）

競 【最新判例紹介】２６ ９７

・東京地判平１６・９・１５（平成１４年ワ第１５９３９号）競

【最新判例紹介】２６ ９８

・東京高判平１６・９・１６（平成１６年（行ケ）第１８号）

標 【最新判例紹介】２６ ８３

・大阪地判平１６・９・２７（平成１５年ワ第８８９号）特

【最新判例紹介】２６ ９９

・大阪地判平１６・９・２８（平成１６年ワ第６７７２号）

競・民 【最新判例紹介】２６１００

・東京高判平１６・９・２９（平成１４年ネ第１４１３号）競

【最新判例紹介】２６ ８４

・東京高判平１６・９・２９（平成１５年ネ第２７４７号）実

【最新判例紹介】２６ ８４

・大阪高判平１６・９・２９（平成１５年ネ第３２８３号）標

【最新判例紹介】２６ ８６

・大阪高判平１６・９・２９（平成１５年ネ第３５７５号）著

【最新判例紹介】２６ ８７

・東京高判平１６・９・３０（平成１６年（行ケ）第２０６号）

標 【最新判例紹介】２６ ８８

・東京地判平１６・９・３０（平成１５年ワ第１７４７５号）特

【最新判例紹介】２６１００

・東京地判平１６・９・３０（平成１５年ワ第２６３１１号）特

【最新判例紹介】２６１０１

・東京地判平１６・９・３０（平成１６年（行ウ）第１１８号）

特 【最新判例紹介】２６１０３

・大阪地判平１６・９・３０（平成１３年ワ第１３３４号）特

【最新判例紹介】２６１０４

・東京地判平１６・１０・１（平成１５年ワ第２８５５４号）特

【最新判例紹介】２７ ８５

・大阪地判平１６・１０・４（平成１６年ワ第４号）実

【最新判例紹介】２７ ８６

・大阪地判平１６・１０・７（平成１５年ワ第６７５０号）特

【最新判例紹介】２７ ８６

・大阪高判平１６・１０・１５（平成１６年ネ第６４８号（中間

判決））特 【最新判例紹介】２６ ８９

・大阪高判平１６・１０・１５（平成１６年ネ第６４８号（中間

判決））特 【判例研究〔解説・白波瀨文夫〕】２８ ６８

・東京高判平１６・１０・１９（平成１５年（行ケ）第３０２号）

実 【最新判例紹介】２６ ８９

・東京高判平１６・１０・２０（平成１６年（行ケ）第１９１号）

特 【最新判例紹介】２７ ７５

・大阪地判平１６・１０・２１（平成１４年ワ第１０５１１号）特

【最新判例紹介】２７ ８７

・東京高判平１６・１０・２７（平成１６年ネ第２９９５号）特

【最新判例紹介】２７ ７５

・東京高判平１６・１０・２８（平成１５年（行ケ）第４０４号）

特 【最新判例紹介】２７ ７６

・東京高判平１６・１０・２８（平成１６年（行ケ）第８２号）

特 【最新判例紹介】２７ ７６

・東京地判平１６・１０・２９（平成１５年ワ第２７４２０号）特

【最新判例紹介】２７ ８７

・東京地判平１６・１０・２９（平成１６年ワ第７９３号）

特・意 【最新判例紹介】２７ ８８

・大阪地判平１６・１１・４（平成１５年ワ第６２５２号）著

【最新判例紹介】２７ ８９

・大阪地判平１６・１１・９（平成１５年ワ第７１２６号）競

【最新判例紹介】２７ ８９

・東京高判平１６・１１・１１（平成１５年（行ケ）第２６６号）

特 【最新判例紹介】２６ ８９

・東京地判平１６・１１・１７（平成１５年ワ第１９９２６号）特

【最新判例紹介】２７ ９０

・大阪地判平１６・１１・１８（平成１４年ワ第１２５２３号）実

【最新判例紹介】２７ ９１

・東京高判平１６・１１・２４（平成１４年ネ第６３１１号）

競・著 【最新判例紹介】２７ ７７

・東京地判平１６・１１・２４（平成１４年ワ第２２４３３号，

平成１５年ワ第４５６４号）競 【最新判例紹介】２７ ９１

・東京高判平１６・１１・２５（平成１６年（行ケ）第１１３号）

標 【最新判例紹介】２７ ７８

・東京高判平１６・１１・２５（平成１６年（行ケ）第１２９号）

標 【最新判例紹介】２７ ７９

・東京高判平１６・１１・２５（平成１６年（行ケ）第１９７号）

標 【最新判例紹介】２８ ７８

・大阪地判平１６・１１・２５（平成１５年ワ第１０３４６号，平

成１６年ワ第５０１６号）著 【最新判例紹介】２７ ９２

・東京高判平１６・１１・２９（平成１５年ネ第１４６４号）著

【最新判例紹介】２７ ７９

・大阪地判平１６・１１・３０（平成１５年ワ第１１２００号）標

【最新判例紹介】２７ ９３

・東京高判平１６・１２・８（平成１６年（行ケ）第１０８号）

標 【最新判例紹介】２７ ８０

・東京高判平１６・１２・８（平成１５年ネ第３８９５号，

第４１３２号）国賠・特

【判例研究〔解説・山名美加〕】２８ ６１

・東京高判平１６・１２・８（平成１５年ネ第３８９５号，

第４１３２号）国賠・特 【判例特報】２７１０２

・東京地判平１６・１２・８（平成１６年ワ第８５５７号）特

【最新判例紹介】２７ ９４

・大阪高判平１６・１２・１０（平成１６年ネ第２３４６号）特

【最新判例紹介】２７ ８０

・大阪高判平１６・１２・１０（平成１６年ネ第２３４７号）特

【最新判例紹介】２７ ８１

・東京地判平１６・１２・１０（平成１６年ワ第１９９５９号）特

【最新判例紹介】２７ ９５

・大阪地判平１６・１２・１６（平成１５年ワ第６５８０号，平

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７
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成１６年ワ第６１７５号）競 【最新判例紹介】２７ ９６

・大阪地判平１６・１２・１６（平成１６年ワ第６４７９号）著

【最新判例紹介】２７ ９６

・東京高判平１６・１２・２１（平成１６年（行ケ）第１８８号）

特 【最新判例紹介】２７ ８１

・大阪地判平１６・１２・２１（平成１６年ワ第５６４４号）意

【最新判例紹介】２７ ９７

・東京地判平１６・１２・２４（平成１５年ワ第２５５３５号）著

【最新判例紹介】２７ ９７

・東京高判平１６・１２・２７（平成１３年（行ケ）第２７８号）

特 【最新判例紹介】２７ ８１

・大阪地判平１６・１２・２７（平成１４年ワ第１９１９号，

第２５２６号，第３４３７号，第８５３７号，第１０９０９号（終

局判決））著 【最新判例紹介】２７ ９９

・東京地判平１６・１２・２８（平成１５年ワ第１９７３３号，

第１９７３８号，第１９７３９号）特 【最新判例紹介】２７ ９９

・大阪地判平１７・１・１７（平成１６年ワ第１０９９号）意

【最新判例紹介】２８ ９０

・大阪地判平１７・１・１７（平成１５年ワ第２８８６号）著

【最新判例紹介】２８ ９１

・東京高判平１７・１・１８（平成１５年（行ケ）第１６６号）

特 【最新判例紹介】２７ ８２

・東京地判平１７・１・１８（平成１６年ワ第８９６７号）特

【最新判例紹介】２８ ９２

・東京地決平１７・１・２１（平成１６年モ第１５３９５号）

民訴・特 【最新判例紹介】２８ ９３

・東京高判平１７・１・２５（平成１６年ネ第１５６３号）特

【最新判例紹介】２７ ８３

・東京高判平１７・１・２６（平成１６年（行ケ）第３６９号）

標 【最新判例紹介】２８ ７８

・大阪高判平１７・１・２７（平成１６年ネ第２８１号）特

【最新判例紹介】２７ ８４

・東京高判平１７・１・３１（平成１６年ネ第２７２２号）特

【最新判例紹介】２７ ８５

・東京高判平１７・１・３１（平成１５年（行ケ）第２２０号）

特 【最新判例紹介】２８ ８０

・東京地決平１７・１・３１（平成１７年モ第８５８号）

民訴・標 【最新判例紹介】２８ ９３

・東京地判平１７・２・１（平成１６年ワ第１６７３２号）特

【最新判例紹介】２８ ９４

・大阪地判平１７・２・８（平成１５年ワ第１２７７８号）競

【最新判例紹介】２８ ９４

・東京地判平１７・２・１０（平成１５年ワ第１９３２４号）特

【最新判例紹介】２８ ９５

・大阪地判平１７・２・１０（平成１５年ワ第４７２６号）実

【最新判例紹介】２８ ９７

・大阪高判平１７・２・１５（平成１６年ネ第１７９７号）著

【最新判例紹介】２８ ８０

・東京地判平１７・２・１５（平成１５年ワ第２７０８４号）競

【最新判例紹介】２８ ９７

・東京高判平１７・２・１７（平成１６年ネ第８０６号，

第２７０８号）著 【最新判例紹介】２８ ８１

・東京高判平１７・２・２１（平成１５年（行ケ）第３６号）

特 【最新判例紹介】２８ ８２

・東京地判平１７・２・２３（平成１５年ワ第７５８８号，

第２６８００号）競・民 【最新判例紹介】２８ ９８

・東京高判平１７・２・２４（平成１６年ネ第４５１８号）特

【最新判例紹介】２８ ８２

・東京地判平１７・２・２５（平成１６年ワ第１１４８７号）特

【最新判例紹介】２８ ９９

・東京地判平１７・２・２５（平成１６年ワ第１８８６５号）競

【最新判例紹介】２８１０１

・大阪地判平１７・２・２８（平成１５年ワ第１０９５９号，

平成１６年ワ第４７５５号）特 【最新判例紹介】２８１０１

・東京高判平１７・３・３（平成１６年ネ第２０６７号）著

【最新判例紹介】２８ ８３

・東京地判平１７・３・１０（平成１５年ワ第５８１３号，

平成１６年ワ第２３６３３号）特 【最新判例紹介】２８１０２

・東京地判平１７・３・１０（平成１６年ワ第１１２８９号）特

【最新判例紹介】２８１０２

・大阪地判平１７・３・１４（平成１５年ワ第２８９３号）実

【最新判例紹介】２８１０３

・大阪地判平１７・３・１４（平成１６年ワ第８１０号）実

【最新判例紹介】２８１０４

・東京地判平１７・３・１５（平成１５年ワ第３１８４号）著

【最新判例紹介】２８１０５

・東京地判平１７・３・１５（平成１５年ワ第３１８４号）著

【判例研究〔解説・奥邨弘司〕】３０ ５３

・東京高判平１７・３・１７（平成１６年（行ケ）第４０４号）

標 【最新判例紹介】２８ ８４

・大阪地判平１７・３・１７（平成１６年ワ第６８０４号）

著・競 【最新判例紹介】２８１０６

・東京地判平１７・３・２３（平成１６年ワ第１６７４７号）著

【最新判例紹介】２８１０７

・東京高判平１７・３・２４（平成１６年（行ケ）第２９９号）

標 【最新判例紹介】２８ ８４

・東京高判平１７・３・２４（平成１６年ネ第３５６５号，

第４９８９号）著 【最新判例紹介】２８ ８５

・大阪地判平１７・３・２４（平成１５年ワ第９８３９号）特

【最新判例紹介】２８１０８

・大阪地判平１７・３・２４（平成１５年ワ第８３１２号）標

【最新判例紹介】２８１０８

・大阪高判平１７・３・２９（平成１６年ネ第６４８号（終局

判決））特 【最新判例紹介】２８ ８６

・東京高判平１７・３・２９（平成１６年ネ第２３２７号）著

【最新判例紹介】２８ ８６

・大阪地判平１７・３・２９（平成１４年ワ第４４８４号）著

【最新判例紹介】２８１０９

・大阪地判平１７・３・２９（平成１５年ワ第１００４８号）特

【最新判例紹介】２８１１０

・東京高判平１７・３・３０（平成１６年（行ケ）第１９４号）

特 【最新判例紹介】２８ ８７

・東京地判平１７・３・３０（平成１６年ワ第２５６６１号）標

【最新判例紹介】２８１１０

・東京高判平１７・３・３１（平成１６年ネ第４０５号，

第４４６号）著 【最新判例紹介】２８ ８７

・東京地判平１７・３・３１（平成１５年ワ第２１４５１号，

第２７４６４号）標 【最新判例紹介】２８１１１

xi
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・大阪地判平１７・３・３１（平成１６年ワ第１１１２７号）特

【最新判例紹介】２８１１３

・大阪地判平１７・３・３１（平成１６年ワ第１２９４５号）特

【最新判例紹介】２８１１３

・大阪地判平１７・３・３１（平成１５年ワ第１２０７５号，平

成１６年ワ第５０１０号）著 【最新判例紹介】２８１１３

・大阪地判平１７・３・３１（平成１５年ワ第１３０２８号）競

【最新判例紹介】２８１１４

・東京地判平１７・４・８（平成１５年ワ第３５５２号）特

【最新判例紹介】２９ ８４

・知財高判平１７・４・１３（平成１７年（行ケ）

第１０２３０号）標 【最新判例紹介】２８ ８８

・知財高判平１７・４・１９（平成１７年（行ケ）第１０１０３号）

標 【最新判例紹介】２８ ８９

・東京地判平１７・４・１９（平成１６年ワ第２０８２８号）特

【最新判例紹介】２９ ８４

・知財高判平１７・４・２５（平成１７年（行ケ）第１０１９２号）

特 【最新判例紹介】２８ ８９

・知財高判平１７・４・２８（平成１７年（行ケ）第１０３５２号）

特 【最新判例紹介】２９ ７０

・大阪高判平１７・４・２８（平成１６年ネ第３６８４号）著

【最新判例紹介】２９ ７０

・大阪地判平１７・４・２８（平成１６年ワ第１１２６１号）特

【最新判例紹介】２９ ８５

・東京地判平１７・５・１２（平成１６年ワ第１０２２３号）著

【最新判例紹介】２８１１５

・大阪地判平１７・５・１６（平成１６年ワ第５３８０号）特

【最新判例紹介】２９ ８６

・東京地判平１７・５・１７（平成１５年ワ第１２５５１号，

平成１６年ワ第８０２１号）著 【最新判例紹介】２９ ８６

・東京地判平１７・５・２４（平成１５年ワ第１７３５８号）競

【最新判例紹介】２９ ８７

・大阪地判平１７・５・２４（平成１５年ワ第７４１１号）競

【最新判例紹介】２９ ８８

・大阪地判平１７・５・２６（平成１５年ワ第１３６３９号）

標・競 【最新判例紹介】２９ ８８

・知財高判平１７・５・３０（平成１７年（行ケ）第１００１２号）

特 【最新判例紹介】２９ ７１

・知財高判平１７・５・３０（平成１７年（行ケ）第１００１８号）

標 【最新判例紹介】２９ ７２

・東京地判平１７・５・３０（平成１５年ワ第２５９６８号）特

【最新判例紹介】２９ ８９

・東京地判平１７・５・３１（平成１５年ワ第１１２３８号）特

【最新判例紹介】２９ ９０

・東京地決平１７・５・３１（平成１６年モ第１５７９３号）著

【最新判例紹介】２９ ９１

・知財高判平１７・６・９（平成１７年（行ケ）第１０３４２号）

標 【最新判例紹介】２９ ７４

・知財高判平１７・６・１４（平成１７年ネ第１００２３号）著

【最新判例紹介】２９ ７５

・東京地判平１７・６・１５（平成１６年ワ第２４５７４号）

競・商 【最新判例紹介】２９ ９２

・大阪地判平１７・６・１６（平成１６年ワ第１１３５５号）

特・実 【最新判例紹介】２９ ９３

・最二小判平１７・６・１７（平成１６年（受）第９９７号）

特 【重要判例解説〔解説・宮坂昌利〕】２９ ６４

・東京地判平１７・６・１７（平成１６年ワ第４３３９号）特

【最新判例紹介】２９ ９３

・大阪高判平１７・６・２１（平成１５年ネ第１８２３号）競

【最新判例紹介】２９ ７５

・東京地判平１７・６・２１（平成１７年ワ第７６８号）標

【最新判例紹介】２９ ９４

・知財高判平１７・６・２２（平成１７年（行ケ）第１０１８９号）

特 【最新判例紹介】２９ ７７

・東京地判平１７・６・２３（平成１５年ワ第１３３８５号）著

【最新判例紹介】２９ ９５

・知財高判平１７・６・３０（平成１７年（行ケ）第１０３２３号）

標 【最新判例紹介】２９ ７７

・知財高判平１７・６・３０（平成１７年（行ケ）第１０３２４号）

標 【最新判例紹介】２９ ７８

・知財高判平１７・６・３０（平成１７年（行ケ）第１０３３６号）

標 【最新判例紹介】２９ ７８

・知財高判平１７・６・３０（平成１７年（行ケ）第１０３３７号）

標 【最新判例紹介】２９ ７９

・東京地判平１７・７・１（平成１６年ワ第１２２４２号）著

【最新判例紹介】３０１０１

・東京地判平１７・７・５（平成１５年ワ第１０３６８号）標

【最新判例紹介】３０１０２

・東京地判平１７・７・５（平成１６年（行ウ）第２７８号）

苗 【最新判例紹介】３０１０４

・知財高判平１７・７・６（平成１７年（行ケ）第１０２５２号）

標 【最新判例紹介】２９ ８０

・最二小判平１７・７・１１（平成１５年（行ヒ）第３５３号）

標・特 【最新判例紹介】２９ ６８

・最二小判平１７・７・１１（平成１５年（行ヒ）第３５３号）

標・特 【重要判例解説〔解説・長谷川浩二〕】３０ ６７

・大阪地判平１７・７・１２（平成１６年ワ第５１３０号）

著・競 【最新判例紹介】３０１０５

・最一小判平１７・７・１４（平成１６年（行ヒ）第４号）

標・特 【最新判例紹介】２９ ６９

・最一小判平１７・７・１４（平成１６年（行ヒ）第４号）

標・特 【重要判例解説〔解説・森義之〕】３０ ７３

・知財高判平１７・７・２０（平成１７年ネ第１００４１号）競

【最新判例紹介】２９ ８１

・知財高判平１７・７・２０（平成１７年（行ケ）第１０２３１号）

特 【最新判例紹介】２９ ８２

・知財高判平１７・７・２０（平成１７年（行ケ）第１０２３３号）

標 【最新判例紹介】２９ ８２

・知財高判平１７・７・２０（平成１７年（行ケ）第１０２４６号）

標 【最新判例紹介】２９ ８３

・東京地判平１７・７・２０（平成１７年ワ第３１３号）著

【最新判例紹介】３０１０６

・大阪地判平１７・７・２１（平成１６年ワ第１０５４１号）特

【最新判例紹介】３０１０７

・大阪地判平１７・７・２１（平成１６年ワ第１０５１４号）

特・実 【最新判例紹介】３０１０７

・最二小判平１７・７・２２（平成１６年（行ヒ）第３４３号）

標 【最新判例紹介】２９ ６９

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７



ȶＬ＆Ｔ総索引（２１号～３０号）

Ｌ＆Ｔ №３２ ２００６／７

・大阪地判平１７・７・２５（平成１６年ワ第８２７６号）標

【最新判例紹介】３０１０７

・大阪高判平１７・７・２８（平成１６年ネ第３８９３号）著

【最新判例紹介】３０ ８９

・大阪地判平１７・７・２８（平成１６年ワ第１４７１７号）競

【最新判例紹介】３０１０８

・大阪地判平１７・７・２８（平成１６年ワ第６５４９号，

第１０３３３号）特 【最新判例紹介】３０１０９

・大阪地判平１７・７・２８（平成１６年ワ第９３１８号）実

【最新判例紹介】３０１０９

・東京地判平１７・８・２（平成１５年ワ第２３５７７号）標

【最新判例紹介】３０１１０

・知財高判平１７・８・１０（平成１７年（行ケ）第１００２９号，

第１００３４号）競 【最新判例紹介】３０ ９０

・知財高判平１７・８・３０（平成１７年ネ第１０００９号，

第１００１０号,第１００１１号，第１００７７号）著

【最新判例紹介】３０ ９１

・知財高判平１７・８・３０（平成１７年ネ第１００１２号）著

【最新判例紹介】３０ ９１

・知財高判平１７・８・３０（平成１７年ネ第１００６９号）特

【最新判例紹介】３０ ９２

・知財高判平１７・８・３０（平成１７年（行ケ）第１０３４４号）

特 【最新判例紹介】３０ ９３

・大阪地判平１７・９・５（平成１６年ワ第２３９８号,平

成１７年ワ第１８９１号）標 【最新判例紹介】３０１１１

・大阪地判平１７・９・５（平成１６年ワ第７２３９号）実

【最新判例紹介】３０１１１

・大阪地判平１７・９・８（平成１６年ワ第１０３５１号）競

【最新判例紹介】３０１１２

・東京地判平１７・９・１３（平成１６年ワ第１４３２１号）特

【最新判例紹介】３０１１３

・知財高判平１７・９・１４（平成１７年（行ケ）第１０２４５号）

標 【最新判例紹介】３０ ９３

・知財高判平１７・９・２２（平成１７年（行ケ）第１０３１６号）

特 【最新判例紹介】３０ ９５

・大阪地判平１７・９・２２（平成１６年ワ第１１０９６号）特

【最新判例紹介】３０１１３

・大阪地判平１７・９・２６（平成１６年ワ第１０５８４号）特

【最新判例紹介】３０１１４

・大阪地判平１７・９・２６（平成１５年ワ第１３７０３号）特

【最新判例紹介】３０１１５

・東京地判平１７・９・２８（平成１６年ワ第４６９７号）著

【最新判例紹介】３０１１５

・知財高判平１７・９・２９（平成１７年ネ第１０００６号）特

【最新判例紹介】３０ ９６

・東京地判平１７・９・２９（平成１５年ワ第２５８６７号）

実・特 【最新判例紹介】３０１１６

・知財高特判平１７・９・３０（平成１７年ネ第１００４０号）特

【知財高裁詳報】３０ ７７

・知財高判平１７・１０・６（平成１７年ネ第１００４９号）

著・競 【最新判例紹介】３０ ９７

・知財高判平１７・１０・６（平成１７年（行ケ）第１０３６６号）

特 【最新判例紹介】３０ ９８

・知財高判平１７・１０・１１（平成１７年（行ケ）第１０３４５号）

特 【最新判例紹介】３０ ９９

・知財高判平１７・１０・１３（平成１７年（行ケ）第１０３０２号）

特 【最新判例紹介】３０１００

・知財高特判平１７・１１・１１（平成１７年（行ケ）第１００４２号）

特 【知財高裁詳報】３０ ８３

・知財高判平１７・１１・１６（平成１７年（行ケ）第１０１８４号）

特 【最新判例紹介】３０１０１
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